
無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第68条の５第１項の規定に基づき、同法第２条第

３項第８号に規定する生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所そ

の他の施設を利用させる事業を行う施設（以下「無料低額宿泊所」という。）の設備の規模及び構造並びに

福祉サービスの提供の方法、利用者等からの苦情への対応その他の無料低額宿泊所の運営の基準に関し必

要な事項を定めるものとする。

（無料低額宿泊所の範囲）

第２条 無料低額宿泊所は、次の各号に掲げる事項を満たすものとする。ただし、他の法令により必要な規

制が行われている等事業の主たる目的が、生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し

付け、又は宿泊所その他の施設を利用させるものでないことが明らかである場合は、この限りでない。

(1) 次に掲げるいずれかの事項を満たすものであること。

ア 入居の対象者を生計困難者に限定していること（明示的に限定していない場合であっても、生計困

難者に限定して入居を勧誘していると認められる場合を含む。）。

イ 入居者の総数に占める生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第１項に規定する被保護者（以下

「被保護者」という。）の数の割合が、おおむね50パーセント以上であり、居室の利用に係る契約が建

物の賃貸借契約以外の契約であること。

ウ 入居者の総数に占める被保護者の数の割合が、おおむね50パーセント以上であり、利用料（居室使

用料及び共益費を除く。）を受領してサービスを提供していること（サービスを提供する事業者が人的

関係、資本関係等において当該施設と密接な関係を有する場合を含む。）。

(2) 居室使用料が無料又は生活保護法第８条に規定する厚生労働大臣の定める基準（同法第11条第３号に

規定する住宅扶助に係るものに限る。）に基づく額以下であること。

（基本方針）

第３条 無料低額宿泊所は、入居者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ

う、現に住居を求めている生計困難者につき、無料又は低額な料金で、居室その他の設備を利用させると

ともに、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう必要なサービスを適切かつ効果

的に行うものでなければならない。

２ 無料低額宿泊所は、入居者の意思及び人格を尊重して、常に当該入居者の立場に立ったサービスの提供

に努めなければならない。

３ 無料低額宿泊所は、基本的に一時的な居住の場であることに鑑み、入居者の心身の状況、その置かれて

いる環境等に照らし、当該入居者が独立して日常生活を営むことができるか常に把握しなければならな

い。

４ 無料低額宿泊所は、独立して日常生活を営むことができると認められる入居者に対し、当該入居者の希

望、退居後に置かれることとなる環境等を勘案し、当該入居者の円滑な退居のための必要な援助に努めな

ければならない。

５ 無料低額宿泊所は、地域との結び付きを重視した運営を行い、都道府県、市町村（特別区を含む。）、生



計困難者の福祉を増進することを目的とする事業を行う者その他の保健医療サービス又は福祉サービスを

提供する者との連携に努めなければならない。

（設備及び運営の基準）

第４条 前条に定めるもののほか、無料低額宿泊所の設備の規模及び構造並びに福祉サービスの提供の方

法、利用者等からの苦情への対応その他の無料低額宿泊所の運営の基準は、規則で定める。この場合にお

いて、当該基準は、前条に規定する基本方針を踏まえたものとしなければならない。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。


